
 

 

熊本地方裁判所委員会（第４６回）議事概要  

 

日 時 令和７年２月５日（水）午後１時３０分～午後４時０５分  

場 所 熊本地方裁判所大会議室  

テーマ 民事調停手続について  

出席者  

（委   員）大西勝滋、小田栄一、川嶋和広、古閑康広、塚田一成、中

田幹人、中村勝洋、秦佑輔、益田博文、松永拓也（五十音

順、敬称略）  

（説 明 者）中島熊本簡裁裁判官、山下民事首席書記官、坂梨刑事首席

書記官、漆島熊本簡裁主任書記官  

（事務担当者）尾方事務局長、井上総務課長、田中総務課課長補佐、井上

総務課庶務係長  

議事要領  

第１ 委員長挨拶  

第２ 新任委員紹介  

第３ 議事  

 １ 説明等  

民事調停手続について、中島熊本簡裁裁判官及び漆島熊本簡裁主任

書記官から説明した後、模擬ウェブ調停を実施し、調停室の見学を行

った。  

２ 意見交換及び質疑応答  

【●＝委員長、○＝委員、■＝説明者】  

● 本日の意見交換及び質疑応答において、中島熊本簡裁裁判官及び漆島

熊本簡裁主任書記官が説明した「調停手続について」並びに模擬ウェブ

調停に対する御意見・御感想を伺いたい。  



 

 

○ 現在の事件数に関して、先程説明があったが、現状、熊本地方裁判所

としては非常に少ないと感じているのか。  

また、だいたい何件ぐらいだったら処理できるという件数はあるのか。 

■ 熊本管内において、令和５年は特定調停事件以外が２９８件、特定調

停事件が５４件、令和４年は特定調停事件以外が４０４件、特定調停事

件が８９件、令和３年は特定調停事件以外が３１７件、特定調停事件が

８６件である。  

  年によって上下するが、低い水準である。  

● 先程グラフで見ていただいたが、昔多かった時と比較すると非常に低

い水準で横ばいとなっており、対応できない件数ではない。低い水準で

あるため、国民にとって利用しづらい状況があるのではないかと危惧し

ているところである。  

〇 ネット社会になって状況が色々と変化し、売買問題に関してはネット

での個人同士の取引が増えており、交通事故に関してはドライブレコー

ダーが色々な解決方法になっており、また、近隣関係に関しては人間関

係が非常に希薄になっており、隣に誰が住んでいるか分からないような

中で、逆にトラブルが増えているように思われる。  

● 民事訴訟事件は毎年増えているが、調停事件だけが増えていない状況

である。  

  熊本の場合、半導体企業の影響により周辺の地価が上昇し、それに関

連する紛争が増えていくとも思われるが、現状としては増えていない状

況である。  

〇 模擬ウェブ調停を拝見させていただき、質問が２点ある。  

  １点目は、当事者双方にそれぞれ意見を聞く場面において、調停主任

裁判官が退席されていたが、理由はあるのか。  

■ 裁判官が最初から話し合いに入っていると当事者が本音を言ってくれ



 

 

ないところがあるため、まずは調停委員２名とざっくばらんに話せる雰

囲気作りに配慮している。  

  事案によっては、最初から裁判官が入るという事案もある。例えば、

始めに当事者の話を聞いた方が良い場合や、最初から争点が分かってい

るような事案などである。  

  本日は一般的な状態として、調停委員が先に話を聞くという形式を見

ていただいた。  

〇 ２点目は、模擬ウェブ調停の中で、申立人の方から具体的に譲歩でき

る金額や立ち退きの際に払う具体的な金額の話があったが、具体的な金

額の提案がない場合、調停委員が最初から金額を提案する形になるのか。 

■ 最初から金額を提案することはないと思われる。今回は申立ての中で

１．５倍の賃料増額と明確に主張されているので、先程の模擬ウェブ調

停にもあったとおりどのくらい譲歩できるか双方の意見を聞いて妥協点

を探っていくのが一般的である。  

  何も意向が示されていないのに、いきなり調停委員の方で金額を提示

して、１７条決定をするということはしていない。  

〇 もう１点、模擬ウェブ調停の話ではなく、先程委員長が話をされた半

導体企業の進出に伴う紛争の増加は、実際に出ているのか。  

● 因果関係ははっきりしない部分があるが、感覚的にはその影響がある

のではないかと個々の裁判官は割と感じている人が多い。  

■ 簡裁では、まだ目に見えて増えているということはないが、半導体企

業関連の事件ではないかと感じる事件は出てきている。  

  今後、その動向に注視する必要があり、調停委員の確保が問題になる

のではないかと危機感を持っている。  

〇 技術的なことであるが、ウェブ調停で利用するウェブ会議システムは

Ｗｅｂｅｘ、民事訴訟の弁論準備等で利用するウェブ会議システムはマ



 

 

イクロソフトのＴｅａｍｓであるが、導入に当たりシステムを別々にし

た理由はあるのか。  

■ 申し訳ないが、把握していない。  

● 最高裁から用意されたものであるため、分からない。  

〇 Ｔｅａｍｓは、主張書面などのファイルを共有して手続を進めていく

のに適しており、民事調停や家事調停ではそういう場面があまりないか

ら、Ｗｅｂｅｘでと判断されたのかとも思われる。  

〇 本人申立てに関して、熊本においても外国人の方のオーナー物件が非

常に増えてきているという印象があり、今後申立てをするに当たって外

国人の方を支援することが増えると感じているところ、ウェブの場合、

「第三者がいないこと」というところで通訳が問題になると思われるが、

考えられている対応方法をお話しできるところがあればお願いしたい。  

■ 実例がないので分からないが、日本語を解すことができないというこ

とであれば、守秘義務をかけて通訳人に入ってもらう形になるのではな

いかと思われる。  

● 現状で言うと、今のところウェブ調停は弁護士が代理人についている

ケースしか、まだ行っていないので、本人の自宅から出席するという例

はまだない。  

  ちなみに、家裁においては、以前からウェブ調停を行っており、そち

らの方では本人が参加するというケースがあるということを聞いている

が、地裁はまだ導入されて数か月しか経っていないので、そこまでやっ

ていない。そのため、その先の通訳人を更に付けるというようなところ

までは、まだ行っていないというのが実情である。  

〇 関連になるが、先日外国人の入居者問題で更新の際に明け渡しがあり、

建物のオーナー側は代理人をつけ、当事者間で結構やり取りを行ってい

るが、資料を見ていくと翻訳ソフト・アプリを使っており、よく見ると



 

 

意味不明な誤変換が多い。それで、外国人の方が逆に何を言っているん

だと感情的になっている状態で調停に来ているという事案があった。  

  我々は英語が得意という訳ではないため、意思疎通が難しいという状

況で、結局不成立となった。  

  半導体企業の進出に伴い、今後は外国人の方との事案が増えてくると

思われる。そのため、通訳を準備していただければ調停もスムーズにい

くと思われる。  

  最後に、半導体企業関連の話になるが、借地料関係の値上げなど色々

な相談がある。土地取引に来て、いきなり手付金を払って帰っていく。

そのすぐ後に、違う業者がやってきて、売ってほしいと言われ、先に契

約をした業者がいると言うと、手付金倍返しの費用も当社が持つという

ことで、この業者と契約を行った事例の相談が実際にある。  

  また、県外の業者が結構入り込んでいるため、迂闊に手を出さないよ

うに指導している。  

● 先程模擬ウェブ調停を見学いただいたが、御感想や御意見等あればお

聞かせいただきたい。 

  割とスムーズに受け答えができ、対面と遜色なくできていたのではな

いかと思っているが、いかがであろうか。  

〇 ２点あって、１点目は、画面越しということで、調停は訴訟以上に当

事者間のやり取りを双方の表情や雰囲気を踏まえて調停委員が感じられ

て調整していくと思われるが、通常の対面でやれたことがやりづらいと

考えられることはあるか。もう１点は、通常の裁判とは違い、実際の申

立人との濃密な言葉のやり取りが非常に多く、裁判官や弁護士が相手か

ら真意を引き出す傾聴の技術のようなノウハウが必要だと思いながら見

ていたが、先程ご紹介いただいた研修にそういったところが入っている

のか。  



 

 

● 最初の１点目について、調停委員を務めている委員の御意見を伺いた

い。  

〇 私は、通常の仕事で結構使っているため、慣れればそれほど違和感は

ない。  

■ 確かに最初は対面の方が良いと思っていたが、調停に限らず、訴訟に

おいてもウェブ弁論が進んでおり、違和感は無くなってきている。  

  ２点目について、傾聴の在り方というのは、研修のカリキュラムの中

にも入っている。  

● １点目について、調停だけでなく民事訴訟の中でも和解をする場合が

あり、和解は交渉事のため、相手の顔色や腹の探り合いみたいなところ

があり、対面とウェブとではだいぶ違うとは思うが、各裁判官に聞くと

特に違和感なく行われているようである。  

  模擬ウェブ調停関連で他に何かあるか。  

〇 調停を申立てようとする時、これまでどうしても相手方住所地の管轄

の裁判所に申立てをするところがネックになったり、また、申立てをし

ても出頭しないで電話で調停に参加するしかなかったため、調停は使い

勝手が悪いと思っていたが、民事訴訟でも地元の事件でもウェブで今は

全部やるので、どの裁判所を利用しても同じような条件で調停ができる

という環境が整ったことは画期的なことではないかと思われる。  

● ウェブの問題に限らず調停手続をより積極的に利用してもらうために

どういうことをやっていけば良いか、あるいは、どういう点が申立てが

増えてこない要因や隘路となっているのかについて御意見を伺いたい。  

  最初に、訴訟を起こすのか、調停を申立てるのか色々な選択肢がある

中で、どういう場合に調停を選ぶのかについて、弁護士の立場から弁護

士委員に伺いたい。  

〇 私は、民事訴訟より調停で紛争を解決した方が良いと思っている。や



 

 

はり費用があまりかからないところや敷居が低いということが良いとこ

ろである。まず調停で可能かどうかを検討して、調停不適だとなると、

裁判しかない。調停手続を使う方が良いのか、それとも民事訴訟の方が

良いのかという見極めが必要になる。  

  まず、法的紛争の相談窓口として弁護士、司法書士及び社会保険労務

士等がどういう手続が良いかを判断すると思われる。  

弁護士の場合であれば、調停に適切な事案なのかを判断して、利用を

勧めたり、弁護士自身が代理人になって申立てを行う。  

例えば、紛争自体の性質として民事訴訟で行うと証拠や事実がかなり

揃っていて、早期に判決が出ると思われ、結論が見通せるような事案は、

調停の方が効率が良いと思われる。  

ただし、当事者特有の事情として、互譲が期待できるか、当事者その

ものの人格的なこと、経済的なこと、代理人がついているか、代理人が

その事件の専門家であるかなど、そういったものを見通して、判決にな

るとこれくらいという双方の共通認識になっている状況であれば、調停

はとても効率良く紛争が解決できる。債務名義が取れ、一回的紛争解決

になる。  

〇 私は、不動産登記関係の案件が多く、登記関連ではどうしても訴訟を

せざるを得ない案件があるが、賃貸関係のトラブルでは、まずは調停を

行うようにしている。  

  というのも、先程の委員のお話の中であったとおり費用面もあるし、

明け渡しの案件では、明け渡しの時期や金銭的な面は、一方的な話だけ

で解決に向かわないところがあるので、しっかり調整する方がお互い納

得のいく解決に結びつくと感じている。  

● 民事調停を申立てるやりづらさ、敷居の高さはどのように感じられる

かを伺いたい。  



 

 

〇 結局は譲り合いのできる事案であるかにより、相手が吞まなかったら

訴訟になる。相手が呑まない見込みが出てしまうと調停に時間をかける

のはもったいないため、訴訟になることが多いと思われる。よって、事

案と相手方次第であり、譲り合いができそうな、あるいはそのように思

ってくれる可能性がありそうな相手かどうかによると思われる。  

  一方で、平成１９年にＡＤＲの法律制度ができ、訴訟外で解決するよ

うな紛争解決制度がある。  

  対象となる事案の要件が違うかもしれないが、ネゴシエーションで解

決するとか、裁判所に頼らない制度であるＡＤＲに案件が流れているこ

とが多いのではないかと思われる。  

● 確かに最近はＡＤＲに限らず色々な道があり、その中で適切に選択さ

れ、その結果、調停が減っているということであれば、理想的な姿だと

思われる。  

  逆に、例えば民事調停の手続自体が知られていない、知ってはいるけ

れども敷居が高い、裁判所に持っていくのが躊躇されるなどの面があれ

ば、対処する必要がある。裁判所としては、制度やメリットをどうやっ

て周知していくか、アイデアがあれば伺いたい。  

〇 模擬ウェブ調停に関しては、すごくリアルで、興味深く見せていただ

いた。これをみんなが知れば、認知度もアップできると思われる。可能

であれば、この模擬ウェブ調停を年に１回程度公開していただいて、新

聞社やテレビの方にリリースする。今度、模擬ウェブ調停をやりますの

で、皆さんどうぞ取材にお越しくださいというテキストを出していただ

ければ、非常に有用な情報として発信できるのではないかと感じた。  

  新聞社もテレビ局も司法担当記者がおり、基本的には、ローカル局だ

と県警の担当者が兼務しているが、若い記者が多く、民事調停をあまり

知らないと思われるので、管理職側からしても、若い記者がそういうも



 

 

のを知るという場を与えられる。それを取材してオンエアするっていう

のは、我々としても非常に為になることから、是非やっていただきたい。  

  最近は、各社ニュースをＹｏｕＴｕｂｅに上げたり、ネット記事にし

て発信しているので、若い人達にも引っかかる可能性がある。  

  リリースに関して、テクニック的なところは聞いていただければと思

うし、各社に直接ファックスや県政クラブ・市政クラブの記者クラブに

リリースしていただければ、必ず各社の情報に上がってくるため、是非

利用していただきたい。  

〇 調停の利用件数が減っている、紛争自体が減っているということであ

れば、それは歓迎すべきことと思うが、一方で、裁判が増えているとい

うことであれば、法廷に持ち込む前に調停で行った方がお得であるとＰ

Ｒすることが必要と思われる。例えば、裁判員制度が始まった１５年前

は、出前講座として教育現場や企業に出向いて模擬裁判を行うなど制度

の周知を一生懸命図っていたと記憶している。  

  先程見せていただいた模擬ウェブ調停を教育現場や企業、特に情報関

係は紛争などで起こり得るところであるため、出前講座で周知していく

というのも１つ手なのではないかと思われる。  

● 確かに裁判員裁判の時は、模擬裁判を取材・報道していただいて、国

民の皆様に周知が図られたと思われる。それと比較すると、民事調停に

ついては、そもそも非公開の手続だということもあるのかもしれないが、

報道されていない状況であるため、模擬ウェブ調停が取材の対象にでき

るのか検討を要するところはあると思われる。  

〇 ウェブ模擬調停について、１０年間で、土地の値段が２倍になってい

るにもかかわらず、賃料をまったく値上げしていないので、同じ場所で

飲食店ができるはずがないと思いながら見ていた。商品開発をしっかり

やらないと同じビジネスは続けられないと思った。  



 

 

  それと、調停という言葉を耳に挟んだことはあったが、本当にあるん

だと思った。６０年間ビジネスをやっていて、１回も調停や訴訟も無く、

身近ではなかったため、非常に勉強になった。  

● 本日いただいた御意見等は、今後の熊本地方裁判所の運営のために役

立てていきたい。  

第３ 次回期日  

令和７年１０月７日（火）午後１時３０分から午後４時００分まで  

第４ 次回テーマ  

「熊本地方裁判所における自然災害対策について」  


